
◎宅地造成等規制法等の一部を改正する法律 
（平成一八年四月一日法律第三〇号）   

一、提案理由（平成一八年三月一四日・衆議院国土交通委員会） 

○北側国務大臣 ただいま議題となりました宅地造成等規制法等の一部を改正する法律

案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 平成十六年の新潟県中越地震、昨年の福岡県西方沖地震などにおいては、宅地を中心

に多くの地盤災害が生じました。今後発生の可能性が指摘されている首都直下地震など

の大規模地震においても、地盤災害により大きな被害が発生する危険性が懸念されてお

り、地震時などにおける宅地の安全性の確保の必要性が高まっております。また、今般

の建築物の構造計算書偽装問題の発覚を受け、耐震性が確保されていないため危険な建

築物について、住宅金融公庫の融資を活用することにより、緊急に取り壊し、建てかえ

を行うことを促進することが求められています。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提出することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、都道府県知事は、がけ崩れ等による災害で相当数の居住者等に危害を生じる

ものの発生のおそれが大きい一団の造成宅地の区域を造成宅地防災区域として指定し、

当該区域内の宅地所有者等に対し、災害防止のため必要な措置をとることを勧告し、ま

たは命ずることができることとしております。 

 第二に、都市計画法の開発許可の技術基準として、がけ崩れ等による災害の防止に係

る基準を追加するものとし、宅地造成工事規制区域内において、開発許可を受けた宅地

造成工事については、宅地造成工事の許可を不要とすることとしております。 

 第三に、耐震性が確保されていないため危険な一定の建築物について、住宅金融公庫

の貸付金の限度額の特例を設けることとしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由であります。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（平成一八年三月二三日） 

○林幹雄君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、宅地造成が行われた土地等の安全性を確保するため、所要の措置を講じよう

とするもので、その主な内容は、 

 第一に、都道府県知事は、造成済みの一定の宅地の区域を、造成宅地防災区域として

指定すること、 

 第二に、同区域内の宅地所有者等は、宅地造成に伴う災害の防止のため必要な措置を

講ずるように努めなければならないこと、 

 第三に、都道府県知事は、同区域内の宅地所有者等に、災害防止のため必要な措置を

勧告または命令することができること、 



 第四に、耐震性が確保されていない一定の危険建築物の居住者等に対する住宅金融公

庫融資の特例措置を講ずること 

などであります。 

 本案は、三月十三日本委員会に付託され、十四日北側国土交通大臣から提案理由の説

明を聴取し、十七日質疑を行い、採決いたしました結果、全会一致をもって原案のとお

り可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年三月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを

期すべきである。 

一 大規模盛土造成地の地震被害軽減対策を確実に実施し、その耐震化の一層の促進を

図るため、都道府県、市町村等と連携協力して、宅地所有者等に対する技術的指導、

情報提供、総合的な相談体制の整備の充実に努めること。 

二 大規模盛土造成地の耐震化を効率よく促進させるため、地方公共団体、関係機関と

の協力のもと、本改正の趣旨を踏まえた宅地防災対策について、積極的に普及・啓発

を図り、国民の十分な理解を得るよう努めること。 

三 耐震偽装マンションに係る融資については、建替え、改修を含めて被害住民の方が

速やかに安全な住環境に改善できるよう、可能な限り住民の方の意向を汲んで、最大

限の努力をすること。 

三、参議院国土交通委員長報告（平成一八年三月三一日） 

○羽田雄一郎君 ただいま議題となりました二法律案につきまして、国土交通委員会に

おける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、宅地造成等規制法等の一部を改正する法律案は、宅地造成が行われた土地等の

安全性の確保のため、都道府県知事による造成宅地防災区域の指定、同区域内の宅地所

有者等に対する災害防止のための勧告・改善命令制度の創設、危険建築物の一定の居住

者等に対する住宅金融公庫の貸付金の限度額の特例等の措置を講じようとするものであ

ります。 

 委員会におきましては、造成宅地防災区域指定制度の周知と指定の円滑化、宅地耐震

化に向けた予算確保等公的支援の在り方等について質疑が行われましたが、詳細は会議

録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（平成一八年三月三〇日） 

 政府は、全国に約千箇所存在すると推定される特に危険な大規模谷埋め盛土を今後十

年間で半減させることを目標とし、次の諸点について適切な措置を講じ、本法の運用に

遺憾なきを期すべきである。 

一、宅地の安全性に係る技術基準の明確化とその信頼性の確保を図ること。 

  また、地方公共団体による盛土の変動予測調査が適切に行われ、調査結果を踏まえ

たハザードマップが迅速に作成・公表されるよう、必要な支援を行うこと。 

二、造成宅地防災区域の指定に際し、盛土面積、宅地形状等の観点を踏まえた災害発生

の蓋然性及び公的関与の必要性に係る基準が明確にされるとともに、具体の指定に当

たっては、当該地域の実情に配慮した対応となるよう、関係者間の意見の調整を図る

など、その環境整備に努めること。 

三、既存宅地造成地の耐震化工事の実施に向けて、地方公共団体、宅地所有者等の間で

合意形成が円滑に行われるよう、指針を示すなど必要な指導・助言を行うこと。 

四、大規模盛土造成地における滑動崩落防止施設の設計・整備に当たっては、技術面等

の必要な支援を行うとともに、その後の維持・管理が適切になされるよう十分配慮す

ること。 

  右決議する。 


